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書評
松尾幸正著『会計ディスク
ロージャーの理論と実態』
（中央経済社， 1990年）
飯田修
1. まえがき
『会計ディスクロージャーの理論と実態』に関する研究は，著者にとって
必然的な継続の一手である。本書「はしがき」の言葉を借りていえば，この
表題で本書を公刊するに至ったについては， ＜っきりした「背景」がある。
前著『会計理論の基礎構造』 (1982年，同文館）の終章において， 会計責任
が論及されていたのである。しかし，そこでは会計ディスクロージャーとの
関係を「明示的に」提示することは留保されていた。今回の著作はそのよう
な，いうなれば著者の心残りを果たそうとする姿勢を表わしている。
会計ディスクロージャーの検討は，確かにその理論的基礎を明確にしてお
かねばならず，またその実態の認識と検証を避けて通れない。本書における
その検討は，目次を一見して明らかだが，バランスよく両種の検討過程を書
中に配していて手際よい。以下の書評は，評者の専門分野（社会関連会計）
の所見を引きずって，それほど手際よく進まないかもしれない。あらかじめ
ここにお断わりしておく。
2. 本書の構成と内容の概要
現下における会計ディスクロージャーは，いまこそ［拡充された］会計責
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任の概念を視座において検討されなければならない。このような課題の遂行
に向けて，本書での行論は2部構成をとって展開されている。すなわち，第
1部では主としてこのような会計ディスクロージャーの理論的研究を試み，
つづく第I部では克明に会社企業の年次報告書などに当たってみて，［現代］
会計ディスクロージャーの実態に関する綿密な調査研究に携わっている。初
めに，本書の構成を紹介し，章別に行論の運びをみていって，会計ディスク
ロージャー研究の筋立てを明らかにしていこう。
第1部は 7章から構成される「会計ディスクロージャーに関する理論的研
究」に充てられ，その章題はつぎのようである。
第 1章「ディスクロージャーと会計責任」
第2章「会計責任と会計測定」
第3章「最適開示水準決定要因」
第4章「エイジェンシー・セオリー」
第5章「会計開示規制」
第6章「アメリカにおける企業情報開示制度 (I)」
第7章「アメリカにおける企業情報開示制度 (II)」
これらの諸章に盛られた会計ディスクロージャー論の研究は，ほぽ下記の
ような骨子のもので積み上げられている。
まず，会計ディスクロージャーは会計責任を基礎にして初めて十分に説明
できるという立場から，ここに会計ディスクロージャーの背後にある基本理
念，つまり「会計責任の思考」を究明する初手として会計責任の形態とその
本質について再考し，これらの［現代］性を探ってゆく（第 1章）。
つぎに，現行会計において会計責任遂行の一表現となる会計測定が姐上に
乗せられ，「動態経済環境」下の会計ディスクロージャーの視点から「実際
発生事象の報告」を中心とする会計責任履行の不十分さを指摘すると共に，
「一般購買力修正会計」の適用による会計測定の精度確保について提言がな
される（第2章）。
そして， 1970年代の後半からみられたアメリカ SEC開示規制の進展およ
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び証券市場からの情報要求の拡充を契機として，会計責任履行としてのディ
スクロージャーが著しく変遷するなかで， 「開示の費用と便益」問題にも触
れつつ，あらためて「最適開示水準決定要因」を「受託責任の視点から識別
する」課題を取り上げる（第3章）。
さらに，伝統的な受託責任関係にもとづいて「受託者の情報開示責任を規
範的に論ずる」ことに止むのでは，委託者一受託者間のコンフリクト解消問
題にまみれた［現代］会計ディスクロージャーを理論的に十分には解明しに
くいと考えて， 経済学のエイジェンシー・セオリーの検討をあわせて， 「開
示規制の是非」を論議する展開の必然性を示説する（第4章）。
ついで，今日における企業の会計ディスクロージャーは，もはや「自由で
効率的な資本市場と合理的な経済人」をよりどころとするのみでありえず，
「経営者による十分な会計責任の遂行を保証する」さまざまな開示規制をと
もなうものであるという認識に立ち，この開示規制の「経済的影響」と「開
示規制のあり方」に論及する（第 5章）。
第I部の締めくくりとして，会計ディスクロージャーの，いわば先進国ア
メリカにおける企業情報開示制度に関説する 2つの章が割かれている。まず
SECの情報開示規定とその情報開示制度の前進的変遷に論及し， とりわけ
会計ディスクロージャーにおける「開示コストの負担の軽減」を 1つの狙い
とする「統合開示制度」化の過程について詳論する（第 6章）。
つづいて，この「制度」改革においてもう 1つの眼目とされた「投資意思
決定のための開示情報の充実と改善」に焦点を当てて， 「財政状態および経
営成績に関する経営者による討議」の意義に検討を加え，あわせて「わが国
開示制度への影響」に言及する（第7章）。
コメント
ここに要記した本書第I部は， 「余計責任の史的考察」をもとにして，そ
の「構造的認識」を展開し，もっぱら制度会計上のディスクロージャーを主
題として「会計責任との関係」を解明しようとする運びのように一見みえな
くはない。しかし，著者の会計理論における［現代］ディスクロージャー考
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に入っている視野は，けっして狭苦しくはない。初章では真摯に会計責任の
「社会的側面への拡大」を切論し，また第7章末尾では真面に「企業の社会
活動の開示問題」が所在すると確言し，きっちりと第I部の研究へつなぎを
つけている。ちなみに，後半の主要作業は［社会関連］思考を注入した，情
報開示に関する実態調査研究である。
それでは，第8章からの4章構成をとった第I部「会計ディスクロージャ
ーに関する実態調査研究」の組立を以下に示しておく。
第8章「アメリカ企業における社会関連情報開示」
第9章「企業における環境活動の測定と開示」
第10章「わが国企業における研究開発情報開示の実態」
第11章「為替差額の開示実態と為替差損益が企業利益に及ぼす影響」
ここに掲題されるような 4つの実態調査（著者が参加した調査を含む）に
もとづいた［現代］会計ディスクロージャー研究の行程は，概略つぎのよう
になっている。
主要アメリカ企業における情報開示について「社会会計責任」．意識の程度
と浸透状況を調べるべく，まず制度会計上の年次報告書および別冊形式の社
会関連報告書を多数収集する。そして，業種別・企業別に社会関連情報の開
示項目別および開示方式別の特徴を析出し，そうじていまだこの種の会計デ
ィスクロージャーが未整備である現実を直視し，その全体的な動向あるいは
個別的な対応などを明らかにしようとする（第 8章）。
つぎには，現代企業の社会的責任における環境保全対策の意義づけをふま
ぇ，その対策実施としての「企業環境活動の測定と開示」の問題に立ち入る
順序となる。内外の各種実態調査などを参照し， 「環境活動測定の諸局面」
の認識から「環境情報の開示」状況やその開示方法を比較分析し，関連情報
開示の一方式として独自の「比較損益耽算書」を提案する（第9章）。
さらに，企業において行われる研究開発の規模と成否が組織としての盛衰
または存亡にかかわること，またその研究開発の社会関連性を重視すべきこ
とからして，わが国企業について連結財務諸表を含む「有価証券報告書にお
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ける研究開発情報の分析」をきわめて精力的に試みる。そして，現状の会計
ディスクロージャーに対する評価，より根本的な課題解決ならびに開示規制
の方向について指摘する（第10章）。
第I部の最後は外貨換算会計に関する実態調査研究の成果である。ここで
調査研究の対象とされるのは，為替相場の変動によって生じる為替差損益で
あるが，現行会計制度上これに関する情報開示は他の社会関連情報の場合と
同様に軽視されている部類に入るという所見から，まずその開示実態の概況
把握に努める。ついで， 「為替差額が企業利益に及ぽす影響」の大きさと為
替差額の規定要因を分析し，現在の外貨換算会計とその情報開示の現状につ
いての問題点を明らかにし，それらの展開方向を説述する（第11章）。
コメント
これらの実態調査研究にのぞんだ著者のスタンスは，本書の文脈において
すこぶる分明である。会計ディスクロージャーの実施とその制度の進化は一
般に「経営者と投資家との関係」から完全には別離しえないまでも，いまや
「企業と社会の関係（社会関連）」をも重視した「社会会計責任」の発露と
認識される。第I部の調査研究をつうじて，その「社会会計責任」が現実に
いったいどこまで履行されているかを検証し，とりわけ社会関連情報の出力
と開示のあり方に対して提言したい発意がうかがえる。第I部についてもい
えるが，著者の体系構成力の確かさが，そこに滲み出ているようである。
3. 行論の要説と見解の評価
以上においては，本書の体系構成をなぞって，論点あるいは要点を抜き出
したにすぎない。以下，順次に行論の主要部分と覚しいあたりを紹述し，そ
れについて小さなコメントを付していくとしよう。
(1) 「会社ディスロージャーと会計責任」
およそ「会計責任関係のネットワークに基礎を置いた」市場経済社会に企
業が存立する以上，この企業の情報開示は会計責任と無関係には説明できな
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い。しかも，現代経済社会にみられる「会計責任の内容の著しい多様性」は
企業の情報開示の新たな展開を求めてやまない。そういうなかでは，会計責
任の系譜の深められた広がりは避けられない。
①伝統的な受託責任会計の系譜に連なるもの6つを含めて，③ 「資源利用
の経済効果性に関する報告だけではなく，管理組織が経済効果性の発揮を可
能にするに足るほど健全に整備されているか否かについても併せて報告する
責任」， ③ 「企業活動が社会に及ぽすインパクトを報告する責任」の計8つ
の会計責任形態が識別される。
このような会計責任の類型化をつうじて，会計責任の履行による情報開示
は「三次元の構造的広がり」をもって進展することが明らかにされる。第 1
のタイプは受託者行動に関する事後的および事前的情報開示への「時間的広
がり」であり，第2のタイプは受託者行動が結果する「効果性」に関する報
告責任および管理組織の「健全性」に関する報告責任への「立体的広がり」
であり，第 3のタイプは「私的利益の追求」と「公共の利益への貢献との調
和」の要請にマッチした「社会的会計責任への空間的広がり」である。今日
の会計責任は，このような 3つの視点からの接近によって理解されなければ
ならない。
コメント
如上の改進的な会計責任の類型化，またこれに沿うた報告責任の「構造的
広がり」の意味づけは，高調されつつある企業の社会的会計責任が往々にし
て会計理論の枠組みのそとに置かれたり，あるいは会計ディスクロージャー
ではさながら［別もの扱い］されかねないとき， ［現代］会計の再構成ない
し新構築にさいして有力な一助となるであろう。とくに近年における評者の
関心（社会関連会計の理論化）からいえば，そうした著者の所見はきわめて
示唆に富むと評価したい。
(2) 「会計責任と会計測定」
取得原価主義をとる現行会計の特徴は，会計責任報告書が委託者への「資
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源利用結果に関する報告を基本とするかぎり， 尊重されねばならない」。そ
れゆえ，「会計責任の遂行に関する報告書は，本質的に歴史的である」。しか
し，資源の委託目的からして受託者にはその運用責任と管理効果についての
報告責任が課せられるのは当然であって，この点では「現行会計が大きな限
界を内包している」ことは認めざるをえない。
それでは，ことに貨幣価値変動下で「会計目的としての会計責任の理念」
は無力化するおそれが多分にある。 このような「限界を克服するために」
会計測定の方法を根本的に問いなおすことが必要である。「貨幣の作用」と
「貨幣の価値」に関する経済学的知見によれば， 「貨幣の価値は物に対する
支配力にあるから，貨幣価値の変動は，それと交換に獲得しうる物の量の変
化で測定できる」。つまり， 会計の対象は， どこまでも貨幣の背後にある実
物にあることが強調されねばならない。
かくて， 「貨幣が持つ一般購買力という貨幣の実質的側面を重視し……，
出資した貨幣を実質的に維持するという意味での会計責任の遂行の銀点から
は，貨幣価値変動を測定する指数として GNPデフレークーが最適である」
ことが明らかである。ただし，製品ライフサイクルの短縮が常態化しつつあ
るおりから，会計測定の精度を確保するにはデフレーター適用のきめこまか
さが求められる。
コメント
「会計責任と会計測定」の文脈において，著者の所見はけっして生硬な会
計測定の一元論の立場に立つものではない。本章の冒頭では現行会計の取得
原価主義であろうと，企業「利益は，ある意味で業績を表している」と述べ
ているし，また第2節では貨幣価値変動期に「いかなるタイプの会計が墓杢
となるべきか」を明らかにしていることで，著者の主張がそうである点を理
解しうるであろう （下線部分・評者）。動態経済のもとでは一般購買力会計
を「基本」とすぺきであると説述する著者の周到な運びそのものについて，
高い評価が与えられると信じる。
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(3) 「最適開示水準決定要因」
1975年代後半，アメリカの企業内容開示に急激な変化が現れた。財務諸表
を超える財務報告の重視 (FASB報告書），：将来指向的な財務報告の強調，
会計ディスクロージャー研究に生じた実証的接近法（効率的市場仮説）への
移行が，その著変である。ここに，最適開示水準の決定要因を受託会計責任
の視点から識別する課題がある。
そこで，諸種の財務情報ニーズを有する企業の利害関係者および広範多岐
にわたる企業財務開示の影響を検討した後，関係情報は「その便益が費用を
上回らなければ開示されない」ので，費用・便益分析が不可欠である。それ
で，その便益・費用の分類だが，前者として「資本市場への接近の改善，企
業イメージの向上」「資源の効率的配分と経済における資本形成への貢献」
があり， 後者として「情報提供直接費・間接費」「情報利用費」「開示規制
費」がある。しかし，このような費用・便益分析は情報開示の視点，すなわ
ち，情報開示にかかわる「情報提供者とその利用者」「規制主体」によって
異なる。しかして，いずれの立場にしても，情報開示の目的・開示情報の質
と量・開示の時期と方法・情報の利用者といったような相互関連する問題と
しての開示要素を検討しないと，最適開示水準の問題は解きにくい。
このような検討過程を辿って，［開示による費用・便益］を縦軸に，［開示
量］を横軸にとって両者の関係を表わす図表を示して，受託責任関係のもと
での最適開示水準を明らかにする。図示された「情報便益曲線」と「総開示
費用曲線」とが交わる 2点間で，受託者たる経営者にとっての最適開示水準
が決まるわけである。もとより，•このような最適開示水準が委託者たる情報
利用者にとってもそうであるとは限らない。それどころか，情報開示をめぐ
って両者の利害は相反しやすい。とくに研究開発情報や予測情報の開示につ
いて，そうなりがちである。しかし，財務報告の基本的職能は経営者の受託
責任を報告することであり，それゆえに受託者として情報提供する経営者の
果たす役割が強調されるべきは当然といわざるをえない。
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コメント
企業の会計ディスクロージャーが「知る権利」の高唱につれて拡充されつ
つあるとき，あくまで経営者サイドにおける開示意義の明確な認識を前提と
して， 「最適開示水準決定要因」の解析と最適開示の難問に取り組んだ価値
は大きい。もっとも，ここで問題となる『会計ディスクロージャーの理論と
実態』には，現実に多分なにほどかの乖離ないしズレが生じることはあるだ
ろう。また， 2本の曲線で表わされる開示情報便益と総開示費用の定量と動
態の把握は，どちらもかなり難渋するはずである。とすれば，本章にみられ
る分析作業の成果は「最適開示水準決定要因」と最適開示についての貴重
な，いわば概念図の構成にたとえられるのではあるまいか。
(4) 「エイジェンシー・セオリー」
会計ディスクロージャーに関連して，他の経済科学からエイジェンシー・
セオリーをひきあいとするのは，つぎの理由による。伝統的な受託責任関係
にもとづく会計責任論は受託者の情報開示責任を規範的に論じるのみで，必
ずしも委託者たるプリンシパルと受託者たるエイジェント間のコンフリクト
解消問題に対して満足な手立てをとりえなかったからである。『会計ディス
クロージャーの理論』についてエイジェンシー・セオリーの観点から一考を
要するわけである。
エイジェンシー・セオリーでは会社を独立の実体とみなさず， 「会社それ
自身はそこに参加する人々の間で取り結ばれる一連の契約関係の集合体」と
みなす。委託者と受託者の「エイジェンシー関係」が存立していようと，こ
の関係の成立が資源の委託・受託を契約締結の契機とする限りにおいては，
従来の受託責任関係と異なるところはない。しかるに，この理論にあっては
「組織の参加者は各々が自己の私的利益の最大化をめざした行動を選択する
もの」と考える。そして，コンフリクト発生の原因もまた，このような仮定
のもとに説明される。
そこで，企業情報開示に対する委託者と受託者のインセンティプが問題と
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なる。まず，受託者による意思決定権の把持および情報の非対称な立場によ
って，さらに委託者の価値犠牲たる「エイジェンシー・コスト」を生ぜしめ
るような「道徳的危険 (moralhazard)」をともなうがために， 委託者は
「情報較差」を埋めようとし，また受託者の利己的行動を抑えるために「モ
ニタリング活動」を行ない， 「モニタリング・コストを進んで負担しようと
する」わけである。ここに外部監査をへた会計ディスクロージャー充実の必
要性が生じる。
他方，委託者の「逆選抜 (abverseselection)」を避けようとする受託経
営者に強いインセノ‘ティプもみられる。経営者の金銭的・非金銭的報酬の向
上・地位保全の欲望充足・資本市場と販売市場における環境改善その他，こ
れらはすべて経営者による積極的な情報開示への誘因につながる。
要するに，エイジェンシー・セオリーは「合理的期待形成」の「自由市場
アプローチ」をとって，企業情報の出力と情報開示は「市場の要因」によっ
て決まると主張するのである。しかし，このアプローチをもってしても，前
出のコンフリクト解消は保証されるとは限らないし，また委託者が満足でき
る会計責任が履行される保証もない。「情報の公共財的属性」（効率の問題）
とその「非対称性」（公平の問題）こそ，その根拠にほかならない。
コメント・
結論的に，著者はエイジェンシー・セオリーの積極的な一面を認めていな
いわけではなさそうだが，どうやらその説明は［現代］会計ディスクロージ
ャーをカバーしきれない，ということであろう。評者もまた，ほとんど同感
である。あたかも完全な自由放任と厳格な社会的統制の両極の間における適
切なバランシングをつうじて［効率と公平］問題の均衡解が得られるのに似
ているようである。いみじくも，章末に「情報生産の効率性と情報流通の公
平性に関する議論は開示規制の是非論議に発展する」（下線部分・評者） と
結んでいる。
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(5) 「会計開示規制」
SECゃFASBといった規制機関の公言をまつまでもなく， 会計開示の
意義はすでに明らかである。会計情報の開示規制の目的そのものは，どこま
でも情報の過少生産および情報ギャップの解消による「効率性」「公平性」
をうまく確保するところにある。この成否いかんが経営者による会計責任の
十全な履行を左右するので，現行の強制開示制度は，そうした目的達成をめ
ざして運用されなければならない。
会計規制方針の中立性問題は避けて通れない問題である。規制主体が設定
する会計基準は中立的であればよいというだけでなく，その設定過程に経済
的影響のみをフィードバックさせてすむものでもない。そこで重要なのは，
現実界の実像である企業活動の実態を適正に表現する会計情報の作成を可能
にすること，同時に会計情報の経済的影響（規制された会計情報が企業・フ
リーライダー•投資家・債権者の意思決定行動に与える衝撃）を考慮に入れ
ておくことである。
会計規制が経済的影響力を有する以上，種々な利害関係者集団にはロビイ
ング活動への十分な誘因がある。会計基準の設定過程は政治過程でもある。
当然，規制主体は「デュー・プロセス （正規の手続き）」を導入して特定利
害関係者集団への偏りの弊害を防ぎ，コンフリクトの解消によって「社会的
厚生の最大化を図る」べきである。
会計開示規制をめぐる論議は一般に資本市場の存在を前提にして展開され
るが，今日ではこの資本市場に反映されない企業行動こそが重大問題なので
ある。地域住民をはじめとして利害関係者すべては，明らかに企業行動など
に起因する，いわゆる外部経済に関して一定の情報要求を持っている。しか
るに，従来の開示規制論議から，この論点は欠落している。新たな会計情報
としての環境指標，より広く社会業績指標の開発と開示は，すでに重い課題
となっており，必然的にその会計開示規制についても確たる展望をつけてゆ
かなければならない。
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本章の大半を占める著者の会計開示規制論は FASBその他の見解を引き
よせて進められ．非常に説得的であると評価できるが， それ以上に章末の
「課題と展望」で打ち出された社会関連情報の開示規制論が注目され傾聴に
値しよう。ここに［現代］会計ディスクロージャーのあり方を問う著者の問
題意識が鮮明にうかがえるし， また次章でのアメリカ情報開示制度への論
及．さらに第Il部で試みられる［現代］会計ディスクロージャーの実態解明
への繋がりをつけておく構成の巧妙さが知られるであろう。
(6) 「アメリカにおける企業情報開示制度 (I)」
章題を共通させた2つの章は， 1970年代以降の動きに焦点を当てて．まず
は SECを中心とする企業情報開示制度の検討から始められる。
現行のアメリカ会計情報開示制度では， SECが主導的にその形式面を規
定し， FASBが他方その実質面を規定するという役割分担となっている。
両々あいまって同国の情報開示規制が実施されてきたが， 1982年ついにSEC
は連邦証券規制史上にエポックを画する開示規則の改正を行ない，新しく
「統合開示制度」を採択するにいたったのである。
改正の眠目点は大別して 2つあり． 「開示コストの負担の軽減」と「投資
意思決定のための開示情報の充実・改善」である （後者は次章で言及され
る）。それまでの情報開示は詐欺・不正の防止などの目的で二元的に規制さ
れ，過重負担となりやすい二重開示義務に服することを企業はよぎなくされ
てきた経緯にある。 このような開示コスト支弁の重圧は, SEC「企業開示
諮問委員会」による実態調査の結果に明白となった。
かくて．つぎの 2点を改正の基本命題とした。すなわち， 「証券法・証券
取引法両法にもとづく統合化された報告を包摂した調整された開示制度の実
現」と．もう 1つ「統合開示制度の中核的開示機構として，＜統一財務開示
群＞の採用」という情報開示の簡素化が，それである。まず，前者について
は，周知の「様式 S-3」と「様式 S-1」を使い分けることによって両法の
松尾車正著「会計ディスクロー ジャー の理論と実態」（飯田） 85(85) 
開示制度の統合が図られ，規制された情報開示の大幅な負担軽減は達成され
たわけである。 また後者については， 「改正様式10-K」に＜統一財務開示
群＞が導入され， SEC宛と株主宛の両年次報告書の統合が実現されたので
ある。
コメント
以上のような SEC情報開示制度の変化に対して，著者の見解は肯定的で
ある。 SECが策したような開示コストの負担軽減は開示される情報内容の
低下どころか，逆にそれを充実させながら， しかも情報利用者のレベルに相
応した財務情報を開示するモデルの 1つを提示するものと捉えられる。受報
者としての利害関係者が多様化するにつれて，情報ニーズに応える情報提供
は増量傾向をみせる今日，それこそ［良質廉価］の情報開示となるならば，
まさに最高ではあるまいか。このような観点から，多くの資料に依拠しつつ
企業情報開示制度のアメリカにおける改進を評定する本章の小結は，十分に
読者を納得させるものであろう。
(7) 「アメリカにおける企業情報開示制度 (ll)」
「財政状態および経営成績に関する経営者による討議と分析」に依拠しな
がら， SEC1982年採択の統合開示制度に込められたもう 1つの狙いについ
て考察し，あわせて「わが国開示制度への影響」を分析する。
SECのレギュレーション S-Kの項目303は，財政状態（流動性・資金
源泉）および経営成績に関して経営者が討議し分析した財務情報を開示する
よう求めている。そして，この開示内容の改善で重視される方向は「予測情
報重視志向」 「キャッシュ・フロー重視志向」の 2つである。
元来， SECは伝統的に予測情報開示の禁止を政策としてきた。 しかし，
証券市場の拡大にともなって財務分析のプロフェッショナルが台頭し，これ
がまた予測情報のニーズを高めたこと，また開示企業の側でも実質的に業績
予測情報を公表するという現実的な対応がみられたこと，これらが SEC開
示政策をみなおさせる契機となった。もちろん，予測情報開示のリスクは絶
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無ではありえない。このために， SECは「ガイドライン」のなかで「予測
の基礎」 「予測の様式」を明示し，「投資家の理解」を求め， さらには一定
条件下の「免責条項」にも関説して，送信者と受信者における予測情報の乱
用ないし誤用にできるだけ歯止めをかけるべ<'その開示システムの確立に
努めたわけである。
SECによる情報開示政策のもう 1つの改善方向はキャッシュ・フローの
重視である。これは現金および現金同等物からなる短期キャッシュ・フロー
いであり， SECの流動性重視を体現し， ここにその情報開示政策の将来志向
の意図を明らかにみいだしうる。流動性と定義づけられた企業の現金産出能
力が配当支払能力を決めるし，成熟した証券市場のもとで株価に最大のイン
パクトを与える配当支払能力に関する財務情報として，キャッシュ・フロー
がとくに投資家の意思決定に有用と考えられるからである。財政状態と経営
成績の評価に適する財務情報開示を目的とする「経営者による討議と分析」
の意義は大きい。
上記のような SECの開示規制改革は，わが国のそれに及ぼした影響は決
して小さくなく，ひとまず証券取引法の一部改正をともなう制度改革を完了
せしめたのである。これは開示手続の簡素化ならびに開示内容の充実を図る
ことを目的としていて，その意味で SECと軌を一にしている。とりわけ，
「組込方式」 「参照方式」 「発行登録制度」の導入は， 1982年の SEC開示
制度改革の考え方を取り入れたものである。その他，セグメント情報開示・
「連結情報」の充実・資金繰り情報の改善などにみられるように，西欧諸国
における開示内容の充実化にならった措置がとられ，さらに会計基準の国際
的統一化の方向にも呼応しようとする。
わが国における証券取引法の改正開示規定に関する認識にもとづけば，基
準設定者が今後に検討すべき課題は，つぎの 4つである。すなわち， (1)利用
者を特定すること， (2)とくにアメリカの動向を重視する場合，経営者と投資
家の関係に関する意識の差異が存すること， (3)開示コストの問題は慮外とし
えないが，開示内容の充実が経営者行動に与える影響から生ずる経済的コス
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トを考慮に入れること， (4)環境保全を含めた企業の社会的活動について情報
開示を進めること。
コメント
本章における著者の行論は，前章の主題を継いでアメリカでの情報開示制
度の発展を着実に跡づけるのみならず，わが国でのそれがうけた影響をも調
べることによって，今日の企業情報開示にからむ課題を指摘するところは，
まことに時宜を得ているし，またまことに的を射ているものと判断できる。
とりわけ社会関連情報の開示問題を無理なく一段積み上げて，企業情報開示
の会計制度論への端緒を開かれた点，評者の関心からは当然だが，多くの理
論家にも好評を博するであろう。
(8) 「アメリカにおける社会関連情報開示」
社会関連情報の開示意義を説く根底に流れている基本的前提は， 「資源の
私的所有権の有無が会計責任関係成立の絶対的条件ではない，との命題であ
る」。私的に領有された経済資源の運用といえども， もはや「公共の利益ヘ
の貢献との調和が常に求められ」，「会計責任履行の要請も，その私的側面か
ら社会的側面へと」広がっているので， 「企業と社会の関係を開示すること
の重要性が増す」にいたった。＜企業社会＞であればこそ，なおのことその
開示意義が強調されなければならない。
日本会計研究学会のスタディ・グループの実態調査をつうじて，制度上の
年次報告書を媒体とする形式が主流となっているアメリカ企業の社会関連情
報の開示状況が明らかになった。
まずアンケート回答率の高い 6業種の項目開示状況をみると，開示率が優
れている業種は化学業界である。これを筆頭に，以下は航空・ 自動車・電機
•石油・食品となっている。それぞれについて項目別開示状況を調査した結
果，つぎのような業種別の特徴が判明した。
化 学：研究開発・環境保護重視型
航 空：研究開発・従業員重視型
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食 品：地域社会・国際活動重視型
自動車：国際活動重視型
電 機：研究開発・国際活動重視型
石 油：研究活動・国際活動重視型
なお，調査分析によって，最多数の開示となった項目は「研究開発」の金
額情報であり，最多利用の開示方式は財務諸表の「注記」および年次報告書
の「営業の概況」における記載である。前者は「環境保護」を除くすべての
項目の開示方式として利用され，ことに「従業員」の年金・厚生・従業員持
株に関する情報開示に用いる事例が多くみられる。また，後者はとくに記述
的な社会関連情報の開示に有力な方式として利用されている。項目別にみて
社会関連情報の開示が充実している企業は，つぎの 5社である。
「研究開発」： United Technologies, Lockheed 
「環境保護」： GM 
「地域社会」： ITT 
「国際活動」： Phillip Morris 
「従業員」： Ford 
全体的にいえば，調査時点では，アメリカ企業の年次報告書における社会
関連情報の開示は業種・企業の特性を反映してバラッキが多いようであり，
また年次報告書上の開示に向かう制度拡充の動きもみられないようである。
もっとも，アメリカ企業のなかには，社会関連情報の開示に一貫して積極的
な姿勢でのぞんでいる好例も少なからずみかけられる。こうした事例研究を
中心に『会計ディスクロージャーの理論と実態』の進化が図られることを期
待してよかろう。
コメント
著者の担当した調査結果の分析で，つぎのようにいわれるあたりに評者は
賛意を惜しまない。「アメリカ企業における社会関連情報の開示」水準は，
これまで資本投資・信用供与の意思決定のための財務情報開示に主眼が置か
れてきた姿を反映している。しかし，投資家・債権者といえども，他方では
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消費者・地域社会の一員であり，時には会社従業員でもある。したがって，
企業の社会関連活動に無関心ではないはずであり，社会関連情報の開示とそ
の充実は，多様な利害関係者と経営者の行動に影響を及ぽすであろう。
現代企業の利害関係はすでに資本の私的所有関係によってのみ調整されう
るものではない。そして，それはいっそう複雑かつ錯綜の度を加えてきてい
る。このような現実認識に立てば，社会関連情報の開示に関して著者がつけ
た展望の確かさは十分に覚知されるのではなかろうか。
(9) 「企業における環境活動の測定と開示」
およそ環境問題の，企業「会計責任の思考に視点を置いている」取り扱い
は，会計の伝統的枠組とのやっかいな摩擦をば免れないであろう。特定の企
業の環境活動を会計的に測定し開示するには，環境汚染の特質や環境活動の
特性のために， 今後いくつもの困難を克服してゆかねばならない。「環境会
計」あるいは「公害会計」に関しては，つとに NAAと AAAの研究作業
が有名である。
NAAには，「企業の環境活動の測定』 (1976年）についてアンケートとイ
ンタビュー調査，さらに文献研究を総合する手法が採られた業績がある。関
係コストとベネフィットの測定に関する NAA所説の特徴は，［企業］会計
の観点から全測定対象の貨幣的把握にきわめて意欲的でありながら，他の測
定把握をも容認する弾力的意向を示していることにある。 AAA「社会的コ
ストの測定に関する委員会報告」の補遺もまた，企業の環境活動に関する測
定概念について貴重な示唆を与える。環境活動の測定については，記述的会
計測定をまで補足する必要があり，貨幣的測定にさいして「機会概念の精緻
化」を向後の課題としなければならない。
つぎは現境情報開示に関する現状だが，アメ リカでの実情と異なり，わが
国企業での環境情報開示を含む社会責任活動の開示に対する姿勢はまった＜
消極的である。このような「実情と，他方で環境問題が世界的な広がりをみ
せている現状を考慮すると，企業による環境情報開示の制度化が急務となり
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つつある」。財務諸表を活用する方法ですら， いくとおりもある。 これらは
「現行の形態別分類中心の体系」である。しかし，それでは環境活動の諸様
は関係科目に形態別に埋没して不透明に陥る。したがって，環境活動の『会
計ディスクロージャーの理論と実態」は「機能別分類重視の方向」をとらし
める必要がある。
コメント
国土狭陰•経済成長・人間重視，この 3 題が連なり重なるならば，たとえ
個別企業レベルの会計思考といえども， 「企業における環境活動の測定と開
示」を，そのなかに同化せざるをえないであろう。本書に貫通する「会計責
任の視点」は，そこに集中してもおかしくない。自然生態系の破壊という現
代社会の，それこそ最も先鋭化した部分・局面によせて［現代］会計理論を
展開された問題意識の鮮明さが感得される。
(10) 「わが国企業における研究開発情報開示の実態」
日本会計研究学会スクディ・クーループ「試験研究費・開発費の会計処理
に関する実態調査」に参加した著者の調査・分析が明らかにされる。本邦の
「連結財務諸表作成会社の開示実態を中心として」， この調査は 2段階をふ
んで進められた。その結果は，大要つぎのとおりである。
まず，第 1段階の実態調査で分かったのは，制度上，研究開発会計につい
て企業に与えられた大幅な自由裁量の余地が，その会計実態の多様性を生み
出し，これがまた企業財務内容に関する企業間比較分析の阻害要因になって
いることである。反面，開示規定が弾力的なものになればなるほど，研究開
発活動の実態は不透明になりがちである。このような実態を明確にするため
には，やはり開示規定の厳格さが保たれねばならないようである。
つぎの第2段階の実態調査では，会計ディスクロージャー制度の改正が，
第1段階の調査において判明した不透明性の除去に繋がる開示改善をもたら
したか否かが調査された。この調査結果によれば．研究開発活動の開示制度
の改正が効果的であり，それが情報開示の改善に大きく貢献していることが
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判明する。しかし，ここでも自由経理の幅をある程度は制限する必要がある
ことも明らかになっている。
コメント
豊富な資料を鮮やかにさばいた分析的調査をつうじて，わが国企業におけ
る研究開発活動に関する情報開示の実情をつまびらかにすると共に，問題の
所在（研究開発概念の曖昧さ・会計方針の開示など）を指摘し，課題の処方
（研究開発の定義の明確化・開示規定の強化指向など）を示唆してゆく著者
の論法は，みごとに［実証的研究］のそれである。なお，本章に納められた
計18枚にのぼる作表は多量の作業を要したことを推測させるし，またこれら
の表のなかには，かなり工夫の凝らされた跡がみられ，実態調査研究から有
意な結果を生ましめた苦労の数々が偲ばれる。
(11) 「為替差額の開示実態と為替差損が企業利益に及ほす影響」
本章の調査は，わが国の基幹産業（石油・鉄鋼・電気機器・自動車・精密
機械・電力の 6業種）に属する東証・大証の第一部上場企業を対象として，
円高基調から急激な円高へ転じた期間（昭和56年から同61年まで）について
実施されたものである。
この調査内容は，まず現行「外貨建取引等会計処理基準」にもとづいた為
替差損益の開示実態である。全般的にそれの開示企業は増大傾向にあり，輸
出型業界よりも輸入型業界の方が開示率ははるかに高いようである。企業業
績が為替相場の変動に敏感な電力業界では全社が開示している。
つぎに，為替差損益の影響が最も大きい経常利益，経常利益に対する為替
差損益の影響度を知るための営業利益，これら 2指標の経年変化を円相場の
期間推移と照合させて， 為替差額が企業利益に及ぽす影響を調査する。（資
料『有価証券報告書』） この結果， 輸出型業界よりも輸入型業界の方が相当
大きな影響を受けていると推測される。
また，為替差額の変動が企業利益のそれに及ぽす影響度を調べるため，為
替差損益， これに関連する正味営業外差額（営業利益と経常利益との差），
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輸出売上高，原材料費を分析変数として，調査期間の最初と最後それぞれ2
か年につき，対前年比数値を求めてゆく。回帰分析を行なった調査の結果，
輸出型業界では両期間の間で為替差額の影響力にはほとんど差がないのに対
して，輸入型業界では円相場の急進した調査期間末にきて為替差額の影響力
は明らかに落ちている。さらに，企業利益の増減に影響する為替差額につい
て，その規定要因を調査したところ，輸出型業界では輸出売上高が，また輸
入型業界では原材料費がそれであることは明らかである。このようすは業界
の特徴を端的に反映しているといってよい。
コメント
本章に取り上げられた外貨換算会計領域について，評者はまったくの門外
漢である。それゆえに立ち入ってコメントしにくいが，この調査研究の大い
に意義深いことは，少なくとも了知しえたようである。あわせて，この会計
領域に対する評者の関心を喚起してもらえたような気がする。
今日の企業経営は，それこそ為替相場の変動が常ならないなかで，まさに
その国際化いっそうの推進を不可避としている。このとき，外貨換算会計情
報の出力および為替相場変動に対処する「企業活動（為替活動）に関する情
報開示の在り方」について問題点を指摘し，為替変動対策としての「企業活
動事項を一括して独立開示を求める」制度改善の訴えは，まった＜妥当とい
ってよかろう。
4. あとがき
もっぱら実態調査研究についての総評的なコメントを「あとがき」して，
この書評全体の「あとがき」に代えさせてもらうとしよう。もちろん，第I
部の叙述においても，以下のコメントが当てはまる部分はある。
第Il部を通観すれば，著者がその 4題をこなして高揚したい 1点が察知さ
れる。それは企業財務内容の伝統的な「形態別開示」に加える新しい「機能
別開示」の訴えにほかならない。本書の終章末の「展望と課題」として，大
体つぎのような総括がなされている。（その前3章は「課題と展望」と題され
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ていたので， 終章のそれは［展望しての課題］の含意と解釈させてもらお
う）現行会計制度は企業が所有する経済的資源の状態とその変動に関する源
泉を「形態別に開示する」ことに重点を置いている。
しかし，そういうことでは，企業活動の成果を地域社会活動・環境保全活
動・研究開発活動・為替活動などに関して「機能別に開示する」ことを軽視
し，多様な情報利用者の関心に背を向けてしまうことになるであろう，と著
者は問題視するわけである。評者の場合にも，かねがね［現代］企業会計と
しての社会関連会計の現実的理論化を試みてきて，そのなかで制度会計上の
情報開示と擦り合わせる具体的な問題について類同の解法を説いてきた経過
にある。いま著者による実態調査研究の総括に接しえて，評者は大いに意を
強くするしだいである。
第I部における会計ディスクロージャー実態調査4題には，ひたすら［現
代］企業会計を考究する著者ならびに著者の参加した研究集団の鮮烈な問題
意識が貫通的に具現している，と評者はみる。これら実態調査研究の成果4
篇が，それぞれ良く工夫された資料処理にもとづいていることは，まさに一
目瞭然である。著者による実態解明の論理展開および課題発掘からの将来展
望は共にゆきとどいていて，ほぼ［意味明瞭］である。また，全4篇のいず
れの行論においても，難しい専門的内容のものが平易かつ明快に述べられて
いて，かなり［言語明晰］である。
以上，本書に開陳された著者の諸見解から，できるだけ秋極面を学ばせて
もらいたいばかりの存念で書評の筆を取った。「企業活動の変貌とともに移
り変わる会計ディスクロージャーの全容の解明」を志している著者は，各章
の小結や「課題と展望」を豊かに伸ばしてゆかれるものと確信する。新たな
機会を得れば，再び著者の教示を乞いたいとも思う。
